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藤沢市個人情報保護制度運営審議会答申第５００号

２０１２年４月１２日

（平成２４年）

藤沢市長 鈴木 恒夫 様

藤 沢 市 個 人 情 報 保 護 制 度

運営審議会会長 畠山 鬨之

病院の防災，防火その他の安全管理に係る個人情報を本人以外の

ものから収集すること及び本人以外のものから収集することに伴

う本人通知の省略，目的外に提供すること及び目的外に提供する

ことに伴う本人通知の省略並びにコンピュータ処理について（答申）

２０１２年３月２７日付けで諮問（第５００号）された病院の防災，防火その他

の安全管理に係る個人情報を本人以外のものから収集すること及び本人以外のもの

から収集することに伴う本人通知の省略，目的外に提供すること及び目的外に提供

することに伴う本人通知の省略並びにコンピュータ処理について次のとおり答申し

ます。

１ 審議会の結論

(1) 藤沢市個人情報の保護に関する条例（平成１５年藤沢市条例第７号。以下

「条例」という。) 第１０条第２項第５号の規定による本人以外のものから収

集する必要性があると認められる。

(2) 条例第１２条第２項第４号の規定による目的外に提供する必要性があると認

められる。

(3) 条例第１０条第５項及び第１２条第５項の規定による本人以外のものから収

集することに伴う本人通知の省略並びに目的外に提供することに伴う本人通知

を省略する合理的理由があると認められる。

(4) 条例第１８条の規定によるコンピュータ処理を行うことは適当であると認め

られる。

２ 実施機関の説明要旨

実施機関の説明を総合すると，本事務を執行するに当たり個人情報を本人以外

のものから収集する必要性及び本人以外のものから収集することに伴う本人通知
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を省略する合理的理由，目的外に提供する必要性及び目的外に提供することに伴

う本人通知を省略する合理的理由並びにコンピュータ処理を行う必要性は次のと

おりである。

(1) 諮問に至った経過

現在，藤沢市民病院には２９の診療科があり，平成２２年度における平日の外

来受診者数は１,４５０人を超えている。

こうした中で，多くの診療科が午前で診療を終了し，一部の診療科で午後の診

察を行っているものの，基本的には午後診療を行っていない。この間に，ゴミの

回収をはじめとする日常清掃及び診察ベッド等のリネン交換等を行う必要がある

ため，各診療室は鍵を掛けず，病院の閉館時刻１９時(午後７時)にあわせて警備

員が施錠していた。

このような状況下で，２０１２年２月に皮膚科外来診察室内に置いてあったデ

ジタルカメラが紛失するとういう問題が発生し，施錠時刻を１７時(午後５時)に

早めてはいるものの，施錠時刻までの間の防犯対策が希薄となるため，防犯カメ

ラを設置し各室の出入り口の監視を警備室で行う等により対策を講ずるものであ

る。

防犯カメラによる監視及びその映像の保存については，駐車場ゲート及び救急

外来待合室，職員通用口等でこれまで行っており，２００７年１月２５日付答申

第２３０号で承認を受けているが，この度上記のとおり，外来待合室，救命救急

センター入口付近に新たに防犯カメラを設置し，映像をハードディスクに保存す

ることとなるため，条例第１０条第４項及び第１８条のコンピューター処理に該

当することから，今回の諮問に至ったものである。

また，司法警察職員としての職務を行う者等から刑事訴訟法第１９７条第２項

の規定に基づく捜査関係事項照会書（以下「捜査照会書」という。）により，防

犯カメラによって撮影し，録画した画像の目的外提供の依頼が想定できるが，こ

の際には，条例第１２条第４項により藤沢市個人情報保護制度運営審議会（以下

「審議会」という。）への諮問事項となっている。

ついては，事件解決への迅速な対応のため，今後捜査照会書により防犯カメラ

画像データの目的外提供を求められた場合は，別に定める「（仮称）個人情報の

目的外提供についてのガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）に基づ

き，審議会への諮問の手続きを個々に経ることなく，目的外提供ができる包括的

な取扱いをしたく，併せて諮問するものである。

(2) 個人情報を本人以外のものから収集することについて

ア 個人情報を本人以外のものから収集する必要性

防犯カメラ画像データ収集の目的は，診察室への不審者の侵入による診療

データの窃盗，器物損壊及び放火の犯罪を防止するために行うものであり，
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本人の同意を得て収集する方法ではこの目的を達成することが困難であるこ

とから，本人以外のものから個人情報を収集するものである。

イ 本人以外のものから収集する個人情報

防犯カメラ画像データ

(3) コンピュータ処理について

ア コンピュータ処理をする必要性

防犯カメラの画像の保存の際の電磁的媒体としてはビデオテープもあるが，

ビデオテープは一定期間保存されたのち反復して使用すると，消耗度が高く

画像の劣化等長期的な保存は困難である。一方，ハードディスクは，その蓄

積容量もビデオテープに比べ多く，長期的な使用においても画像が劣化せず，

必要な部分の画像の取り出しも容易となる。このことから，防犯カメラの画

像の保存については，ハードディスクを採用し，コンピュータ処理を行うも

のである。

イ コンピュータ処理をする個人情報の項目

防犯カメラ画像データ

ウ 安全対策及び日常的な処理体制

安全対策としては，録画機器は西館警備室内に配置し，ワイヤー等により

固定することで持ち出しを防止する。また，操作を行う際にはパスワードの

設定がされており，防犯カメラ管理責任者及び防犯カメラ管理責任者以外に

は利用ができないよう利用者を制限する。日常的な管理としては，条例，藤

沢市コンピュータシステム管理運営規程及び藤沢市情報セキュリティポリシ

ー〈基本方針〉の定めるところに従い，適正に取り扱うこと，並びに「防犯

カメラ運用基準」を定め，管理することとする。

なお，設置機器は保存期間である７日間を超えない期間分の画像をハード

ディスクに保存し，順次上書きがされるようになっている。また，防犯カメ

ラの画像の情報提供の際の検索・出力以外には，録画された画像は使用しな

い。

(4) 目的外に提供する必要性について

ア 個人情報の照会

刑事訴訟法第１９７条第２項に基づく個人情報の照会については，正当な

請求権を有する司法警察職員等によって行われるものであり，当該照会の正

当性及び公益性が認められ，事件の解決は被害者を救済するものであり，市

民生活を守る本市行政の役割でもある。

そのため，事件の解決には照会に対する迅速な対応が特に重要となること

から，当院施設内で発生した窃盗，器物損壊，放火捜査のために，防犯カメ

ラ画像データの目的外の提供については，別に定めるガイドラインに基づき，
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審議会への諮問の手続きを個々に経ることなく，目的外提供できるという包

括的な取扱いをする必要がある。

イ 目的外の提供先

司法警察職員として職務を行う者，検察官及び検察事務官

ウ 目的外に提供する個人情報

防犯カメラ画像データ（必要最低限の時間に限る。）とする。また，目的

外提供については，ガイドラインを定める。

(5) 本人以外のものから収集することに伴う本人通知の省略及び目的外に提供す

ることに伴う本人通知の省略について

本人以外のものから収集する個人情報及び目的外に提供する個人情報は，防

犯カメラ画像であり，当該画像データで確認される個人を照合によって人物を

特定することが事実上困難であることから通知の送付先が特定できないため，

本件にかかわる本人通知は省略するものである。なお，防犯カメラ撮影区域に

は防犯カメラを設置している旨及び撮影されたカメラ画像を目的外に提供する

旨の表示をし，周知を図る。

(6) 実施時期（予定年月日）

２０１２年４月設置予定（運用開始は，設置後とする。）

(7) 提出資料

ア 個人情報取扱事務届出書

イ システム機器一覧

ウ システム系統図

エ システム設置箇所

オ 藤沢市民病院防犯カメラ運用基準

カ 個人情報の目的外提供についてのガイドライン

３ 審議会の判断理由

当審議会は，次に述べる理由により，審議会の結論(1)から(4)までのとおりの

判断をするものである。

(1) 個人情報を本人以外のものから収集する必要性について

実施機関では，防犯カメラ画像データ収集の目的は，診察室への不審者の侵

入による診療データの窃盗，器物損壊及び放火の犯罪を防止するために行うも

のであり，本人の同意を得て収集する方法ではこの目的を達成することが困難

であるとしている。

以上のことから判断すると，個人情報を本人以外のものから収集する必要性

があると認められる。

(2) 個人情報を目的外に提供する必要性について
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実施機関では，刑事訴訟法第１９７条第２項の規定に基づく個人情報の照会

は，当院施設内で発生した窃盗，器物損壊，放火捜査のために，正当な請求権

を有した司法警察職員等によって行われるものであり，当該事件の解決には照

会に対する迅速な対応が特に重要となることから，当該事件の捜査に係る防犯

カメラ画像データの目的外提供については，当審議会に諮問の手続きを経るこ

となく，ガイドラインに基づき，管理責任者が必要性を審査し，相当と認める

場合のみ，目的外提供ができるという包括的な取扱いをする必要があるとして

いる。

以上のことから判断すると，目的外に提供する必要性があると認められる。

(3) 個人情報を本人以外のものから収集することに伴う本人通知の省略及び目的

外に提供することに伴う本人通知の省略について

実施機関では，本人以外のものから収集する個人情報及び目的外に提供する

個人情報は，防犯カメラ画像データであり，当該画像データで確認される個人

を照合によって人物を特定することが事実上困難であることから，通知の送付

先が特定できないとしている。

なお，防犯カメラ撮影区域には防犯カメラを設置している旨及び撮影された

カメラ画像を目的外に提供する旨の表示をし，周知を図るとのことである。

以上のことから判断すると，個人情報を本人以外のものから収集することに

伴う本人通知の省略及び目的外に提供することに伴う本人通知を省略する合理

的理由があると認められる。

(4) コンピュータ処理を行うことについて

ア コンピュータ処理を行う必要性について

実施機関では，防犯カメラの画像の保存にあたり，ハードディスクはビデ

オテープに比べ画像の蓄積容量も多く，長期的な使用においても画像が劣化

せず，必要な部分の画像の取り出しも容易であることから，ハードディスク

によるコンピュータ処理を行うとしている。

以上のことから判断すると，コンピュータ処理を行う必要性があると認め

られる。

イ 安全対策について

実施機関では，次のような安全対策の措置を講じるとしている。

(ｱ) 録画機器は，西館警備室内に配置し，ワイヤー等により固定することで

持ち出しを防止する。

(ｲ) 操作を行う際には，パスワードを設定し，防犯カメラ管理責任者及び防

犯カメラ管理取扱者以外には利用ができないよう利用者を制限する。

(ｳ) 日常的な管理としては，条例，藤沢市コンピュータシステム管理運営規

程，藤沢市情報セキュリティポリシー〈基本方針〉及び防犯カメラ運用
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基準により，適正な管理を行うこととする。

(ｴ) 設置機器は保存期間である７日間を超えない期間分の画像をハードディ

スクに保存し，順次上書きされるようになっている。また，防犯カメラの

画像の情報提供の際の検索・出力以外には，録画された画像を使用しない。

以上のことから判断すると，安全対策上の措置が施されていると認められ

る。

以上に述べたところにより，コンピュータ処理を行うことは適当であると認

められる。

以 上


